
１．当初予算規模

２．一般会計当初予算

３．一般会計当初予算のポイント

（１）駒ヶ根市第５次総合計画の４年目、重点プロジェクトや主要施策へ集中配分

（２）令和６年度補正予算と一体的な推進

（３）ＤＸ戦略の具体化

（４）行財政改革プラン２０２２に基づく財政健全化の推進

４．歳入歳出のポイント

（１）歳入

　①市税、地方交付税ともに増加、主要一般財源総額は前年度当初比で＋2.4％、2.3億円増

　②国の財源不足を補うための臨時財政対策債は皆減

　③ふるさと寄附を積極的に活用、６億２千万円を充当

（２）歳出

　①第５次総合計画の６つの重点プロジェクトやこまがねＤＸ戦略を推進する事業へ重点化

　②建設事業は、身近なインフラの整備、豪雨で課題となっている雨水排水対策の調査、

　　公共施設の長寿命化、国スポ開催に伴う会場等の整備、新病院周辺整備事業を実施

R7予算＋R6補正予算前倒し一体予算

主要幹線道路整備、公園遊具更新等整備、登山道の整備　外

デジタル技術による行政手続きや地域課題に対応したサービスの創出

 ④ため池耐震評価、小学校整備 4,000万円

　5億5,187万円

一体予算

子育て全力応援第２期２年目、共生社会や竜東振興拠点整備、カーボンニュートラルの具体化

R7当初 　178億4,000万円

R6補正

 ①道路・橋梁等 4億6,787万円

 ②公園長寿命化 3,900万円

 ③自然公園整備 500万円

　183億9,187万円（R6:165億8,666万円）

令和７年度当初予算の概要

新たな時代をともに拓く予算

会計名
当初予算額 増減額

③ = ① - ②
増減率
（％）令和７年度　① 令和６年度　②

合計 ２８２億７,０８５万円 ２６９億１,７４９万円 ＋１３億５,３３６万円 ＋５.０％

一般会計 １７８億４,０００万円 １６３億円 ＋１５億４,０００万円 ＋９.４％

特別・企業会計 １０４億３,０８５万円 １０６億１,７４９万円 △１億８,６６４万円 △１.８％
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５．主要事業

（１）６重点プロジェクト事業・ＤＸ事業の概要

◇ 屋内キッズスペース整備事業 施設整備の検討

◇ マイホーム取得支援事業 子育て世帯のマイホーム取得を支援

○ ファミリーサポート事業

○ 重層的支援体制整備事業 制度の垣根をこえた支援体制づくり

◎ 強度行動障がい児者住宅等整備事業

◇ 優良建築物等整備事業 市街地の優良建築物の整備を支援

○ 駒ヶ根大使村プロジェクト・駒ヶ根フォーラム

◇ 竜東振興拠点施設基本設計

○ シルクミュージアム運営事業 カイコプロジェクトを拡充

○ 駒ヶ根高原温泉開発(株)補助金 新たな温泉源泉掘削への補助

◎ 早太郎温泉開湯30周年記念事業

◎ 電気自動車のリース 公用車

◎ 保健センター太陽光発電設備導入等事業

◎ 農村交流広場照明器具LED化事業

◎ 市庁舎窓口改革 市役所窓口における来庁者の負担軽減を図る

◎ デジタル通知 市の各種通知を希望者へデジタル配信

◇ ＤＸ推進リーダー職員育成研修

○ 学校ICT化推進事業 教育現場のデジタル化外

○ スマート農業推進事業 省力化機器等の導入支援外

◇ 中小企業ＤＸ推進事業

５００万円

　地域ＤＸ 7 １億２,５８４万円

　暮らしやすい地域を構築するため、市民や事業者と協力してデジタル技術によるサービス創出

１億１,１７５万円

６００万円

２００万円

合計 20 ６億１,９０８万円

　行政ＤＸ 13 ４億９,３２４万円

　デジタル化技術により市民サービスの向上、市内部業務の高度化・効率化を図る

８,１００万円

２３１万円

５４万円

４,７７９万円

合計 68 １１億９３２万円

こまがねDX戦略 主な事業数 予算額

７,０５０万円

８０万円

　カーボンニュートラル推進 13 ２億１,１４９万円

　カーボンニュートラルな社会実現に向け多様な施策に取り組む

４,６２７万円

　地域資源を活かした観光地域づくり 12 ２億５７４万円

　地域資源・ICT活用、人々を引き付ける魅力的な観光地域づくり

１億５,４２０万円

１００万円

　竜東振興 6 ２億４,５５４万円

　新宮川岸地区の交流拠点整備、高原や中心市街地との有機的な繋がり、市全体の賑わい・活性化

２,５００万円

　生涯活躍のまちづくりを軸とした中心市街地(まちなか)再構築 10 １億６,３１２万円

　まちなかの魅力を高め、人が集う中心市街地をつくる

７,５２０万円

５２４万円

８１万円

　共生社会づくり 6 １億８,１４４万円

　様々な垣根をこえて多様な主体がつながることで、豊かに暮らし続けられる地域社会を目指す

　少子化対策・子育て支援（子育て全力応援） 21 １億１９９万円

　進行する少子化に対し「子育て全力応援」を宣言、R６年度から第２期がスタート

１００万円

２,０００万円

１億７,６７３万円

（◎：新規、○：拡充、◇：継続）

重点プロジェクト 主な事業数 予算額



①　ひとづくり

【拡充】 産後ケア事業

【拡充】 児童手当支給

【新規】 地域おこし協力隊（家庭児童相談員）

【拡充】 中間教室機能拡充事業

【拡充】 中学生海外派遣国際交流事業

【新規】 民俗資料館改修

【新規】 総合文化センター空調設備改修

【新規】 国民スポーツ大会実行委員会負担金

【新規】 犯罪被害者等支援金外

【拡充】 万博交流プログラム事業

②　健康づくり・支え合いの地域づくり

【拡充】 健康診査事業

【拡充】 重層的支援体制整備事業（多機関協働事業外）

【拡充】 生活支援体制整備事業

【拡充】 認知症総合支援推進事業

③　ひとの流れづくり

【新規】 JICA協力隊第２のふるさと創生事業

④　しごと・ものづくり

【新規】 カイコの動態展示に向けた設計（カイコプロジェクト）

【拡充】 スマート農業推進事業

【新規】 森林整備地域活動支援事業

【拡充】 地域おこし協力隊（学びと交流）

⑤　安心・快適なまちづくり

【新規】 保健センター太陽光発電設備導入等事業

【新規】 駒ヶ池転落防止柵設置

【新規】 空家等対策計画（第３期）策定

【拡充】 公共ライドシェア実証実験

【新規】 ドライバー人材確保支援

【拡充】 生活に密着した道路整備の推進（道路・橋梁）

【拡充】 住宅耐震補強補助

【新規】 庁舎自家発電機用燃料タンク増設

【新規】 消防団コミュニティ施設更新（１-２詰所）

６．財政健全化の取り組み

（１）市債残高1.1億円増加、新規市債発行額は臨財債は皆減となるが普通債増により17.3億円

（２）財政調整用3基金残高2.5億円減（ふるさとづくり基金△1.9億円、減債基金△0.6億円）

（R6補正含）

３,１３０万円

４,２００万円

１,３００万円

１,２００万円

７３０万円

５,８９３万円

３００万円

６４万円

１,２００万円

４,７７９万円

５５万円

１,５００万円

２,３６８万円

２,２２９万円

１１億８,０８２万円

６００万円

５０万円

１,７２５万円

４９５万円

４０万円

５０万円

１０９万円

５５０万円

（２）主な新規・拡充事業　（第５次総合計画基本構想体系分類）

６億１,６０８万円

３億６,５８６万円

２００万円

４６１万円

１００万円
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７．歳入

８．歳出

（億円）

（億円）

⑥その他

ふるさと寄附金 8億円 （＋2億円 ＋33.3％）

ふるさとづくり基金繰入 6億4,115万円

（△6,966万円 △9.8％）

⑤市債 14億8,220万円 （＋2億1,960万円 ＋17.4％）

うち普通債 14億8,220万円 （+2億4,030万円 +19.3％）

うち臨財債 0円 （△2,070万円 皆減）

④国・県支出金 33億6,048万円

（＋6億8,734万円 ＋25.7％）

※主要一般財源総額 （臨財債・繰越金含む実質）
101億8,581万円 （＋2億3,682万円 ＋2.4％）

③地方交付税
37億9,700万円 （＋7,700万円 ＋2.1％）

②地方消費税交付金
8億7,636万円 （＋3,136万円 ＋3.7％）

①市税 49億5,031万円 （＋1億8,251万円 ＋3.8％）
個人 ＋6.5％、法人＋ 21.3％、固定 ＋1.3%  

⑦その他

物件費 28億8,809万円 （＋4億8,700万円 ＋20.3％）

積立金 5億44万円 （＋1億8,784万円 ＋60.1％）

⑥建設事業 18億5,110万円
（＋2,382万円 ＋1.3％）

⑤繰出金 12億2,658万円 （＋1,828万円 ＋1.5％）

④補助費等 38億2,305万円
（＋5億6,990万円 ＋17.5％）

※①～③義務的経費 71億5,731万円
（＋3億771万円 ＋4.5％）

③公債費 16億8,614万円 （＋5,000万円 ＋3.1％）

②扶助費 25億8,099万円 （＋2億5,251万円 ＋10.8％）

①人件費 28億9,019万円 （＋520万円 ＋0.2％）
（各年度当初予算）

（各年度当初予算）

市税

譲与･交付金

地方交付税

国・県

市債

その他

人件費

扶助費

公債費

補助費等

繰出金

建設事業

その他



※令和５年度までは実績値、令和６年度は予測値
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①市債残高見込み

R７末 174億4,923万円
R６末見込比 ＋1億756万円
うち普通債 ＋7億4,361万円
うち三セク債 △7,656万円
うち臨財債 △5億5,949万円

②元利償還金見込み
R７ 16億8,614万円
R６見込比 ＋435万円

普通債残高

臨時財政対策債残高

元利償還金 元利償還金（億円）

９．市債残高・償還額
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その他特定目的基金

１０．一般会計基金残高の推移

残高（億円）

三セク債残高

財政調整基金

ふるさとづくり基金

①財政調整基金残高見込み
R７末 18億5,580万円
R６末見込比 ＋341万円

②ふるさとづくり基金残高見込み
R７末 15億8,538万円
R６末見込比 △1億9,287万円

③減債基金見込み
R７末 2億3,033万円
R６末見込比 △6,100万円

④その他特定目的基金見込み

R７末 6億3,942万円

R６末見込比 △1億2,736万円

基金残高見込み
R７末 43億1,093万円
R６末見込比 △3億7,782万円

残高（億円）

１１．健全化判断比率の推移

減債基金


